
江東区福祉サービス第三者評価費用補助要綱 

平成１８年１０月２日 

１８江保福第４６１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、福祉サービスを提供している事業者が福祉サービス第三

者評価を受ける場合に、これに要する費用の全部又は一部を補助することに

より、福祉サービス第三者評価システムの普及定着を図り、もって利用者本

位の福祉の実現及び区民の福祉の向上に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において福祉サービス第三者評価とは、「東京都における福

祉サービス第三者評価について（指針）」の改正について（平成２４年９月

７日付２４福保指指第６３８号）で示された指針に基づき、東京都福祉サー

ビス評価推進機構（以下「推進機構」という。）が定める評価手法及び共通

評価項目を全て取り込んで、推進機構が認証した評価機関（以下「評価機関」

という。）が実施する評価をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は、次の事業を提供している福祉サービス事業者（以下

「事業者」という。）が福祉サービス第三者評価を受審する事業とする。 

(1) 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第８条第

７項に規定する通所介護（江東区枝川高齢者在宅サービスセンターで行わ

れているものに限る。） 

(2) 法第８条第１９項に規定する小規模多機能型居宅介護 

(3) 法第８条第２０項に規定する認知症対応型共同生活介護 

(4) 法第８条第２７項に規定する介護老人福祉施設（江東ホーム、北砂ホー

ム及び塩浜ホームに限る。）で行う事業 

(5) 法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設で行う事業 

(6) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の６に規定する軽費

老人ホーム（法第７０条第４項に規定する介護専用型特定施設入居者生活

介護の指定を受けたものに限る。）で行う事業 

(7) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第２項に規定



する児童発達支援及び同条第３項に規定する放課後等デイサービス 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、事業者のうち、次に掲げる要件を全て満たしている者

とする。 

(1) 福祉サービス第三者評価を受けること。 

(2) 福祉サービス第三者評価の対象事業所の所在地が江東区内にあること。 

(3) 福祉サービス第三者評価の結果について、区長及び推進機構に報告し、

かつ、区長及び推進機構が評価結果を公表することに同意すること。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、事業者が福祉サービス第三者評価の受審に要する経

費とする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、福祉サービス第三者評価を受けるために事業者が評価

機関に支出した費用又は６０万円のうちいずれか少ない額とし、予算の範囲

内で交付する。 

２ 補助金の額は１，０００円単位とし、１，０００円未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てる。 

３ 補助金の交付は、原則として、第３条第３号に規定する事業にあっては１

年度につき１度限りとし、同条第４号に規定する事業にあっては２年度につ

き１度限りとし、同条第１号及び第２号並びに第５号から第７号までに規定

する事業にあっては３年度につき１度限りとする。 

（補助金の交付申請及び交付決定等） 

第７条 補助金の交付を受けようとする事業者は、江東区福祉サービス第三者

評価費用補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して

区長に申請するものとする。この場合において、第２号に掲げる書類につい

ては、原本を提示の上、その写しを添付するものとする。 

(1) 推進機構の発行する「福祉サービス第三者評価機関認証通知書」の写し 

(2) 見積書その他福祉サービス第三者評価費用が確認できる書類 

(3) 福祉サービス第三者評価結果の公表に係る同意書（別記第２号様式） 

２ 区長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請書等の書類を審



査し、必要に応じて現地調査等を行い、補助金の交付の可否を決定し、適当

と認めるときは江東区福祉サービス第三者評価費用補助金交付決定通知書

（別記第３号様式）により、不適当と認めるときは江東区福祉サービス第三

者評価費用補助金不交付決定通知書（別記第４号様式）により事業者に通知

する。 

３ 区長は、前項の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。 

４ 前項の規定により補助金の交付決定を受けた事業者（以下「交付決定者」

という。）は、事情の変更等により申請の内容に変更があった場合は、江東

区福祉サービス第三者評価費用補助金交付申請変更届出書（別記第５号様式）

に必要な書類を添付して、速やかに区長に届け出なければならない。 

（取下げ） 

第８条 交付決定者は、補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に対

して不服があり、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定

の通知を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出し

なければならない。 

（評価結果の報告） 

第９条 交付決定者は、評価機関から福祉サービス第三者評価結果の報告を受

けたときは、福祉サービス第三者評価実績報告書（別記第６号様式）により、

区長に報告しなければならない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を提示の上、その写しを添付するもの

とする。 

(1) 福祉サービス第三者評価に係る評価機関との契約書 

(2) 評価機関の発行する請求書 

(3) 評価機関の発行する領収証又は支払を確認できる文書 

(4) 評価機関の発行する福祉サービス第三者評価結果に関する報告書 

（補助金の額の確定及び交付） 

第１０条 区長は、前条の福祉サービス第三者評価実績報告書の提出があった

ときは、その内容を審査し、その内容が適当であると認めたときは、補助金

の額を確定し、江東区福祉サービス第三者評価費用補助金額確定通知書（別

記第７号様式）により交付決定者に通知する。 



２ 前項の規定による通知を受けた交付決定者は、江東区福祉サービス第三者

評価費用補助金交付請求書（別記第８号様式）により速やかに区長に請求し

なければならない。 

３ 区長は、前項の規定による請求があったときは、これを審査のうえ速やか

に補助金を交付する。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う報告） 

第１１条 交付決定者は、補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告

により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対

象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３

年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定によ

る地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額に補助対象経費に占める補助金

の割合を乗じて得た金額をいう。）が確定した場合は、速やかに消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額報告書（別記第９号様式）に確定申告書の写

し等確定した仕入控除税額の積算内訳が分かる資料を添えて、区長に報告す

るものとする。 

２ 区長は、前項の規定による報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部

又は一部を返還させることができる。 

（交付決定の取消し） 

第１２条 区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 申請した日の属する年度の末日までに、区長に福祉サービス第三者評価

実績報告書の提出ができなかったとき。 

(4) 福祉サービス第三者評価結果の全部又は一部の公表を拒み、又は妨げた

とき。 

２ 区長は、前項の規定により、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し

た場合は、江東区福祉サービス第三者評価費用補助金交付決定取消通知書（別

記第１０号様式）により速やかに当該交付決定者に通知するものとする。 



（補助金の返還等） 

第１３条 区長は、前条の規定により交付決定の全部又は一部を取り消した場

合において、既に当該取消しに係る部分について補助金を交付しているとき

は、期限を定めて交付決定者に補助金の返還を命じなければならない。 

２ 前項の規定による補助金の返還に係る違約加算金及び延滞金の取扱いにつ

いては、江東区補助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規則第２４号）

の定めるところによる。 

（他の補助金等の一時停止等） 

第１４条 区長は、交付決定者が補助金の返還を命じられたにもかかわらず、

当該補助金、違約加算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合におい

て、他に同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、相

当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額とを

相殺するものとする。 

（事業者の責務） 

第１５条 交付決定者は、福祉サービス第三者評価の結果に基づいてサービス

の改善課題及び改善のための取組をまとめ、区長に報告しなければならない。 

２ 交付決定者は、福祉サービス第三者評価の結果を事業所の見やすい場所に

掲示するとともに、利用者等から説明を求められたときは、これに応じなけ

ればならない。 

３ 交付決定者は、この補助金の交付に係る関係書類を当該会計年度終了後５

年間保存しなければならない。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、福祉部長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１０月２日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 



附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。


